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はじめに

日本における虐待の認識と対応は、Ｈ２年に日本で最初の民間ネットワークである児童虐待

防止協会が大阪に誕生したことが始まりである。その後、Ｈ３年には東京でこどもの虐待防止

センターが設立され、民間のネットワークが全国的な広がりをみせてきた。一方、児童虐待の

相談件数は、全国児童相談所で対応した児童虐待対応件数がＨ２年時点で1,101件であったも

のが、H20 年度においては42,662件と、年々増加し続けてきた。

このように児童虐待の深刻さが世間に知られるようになる中、H12 年に「児童虐待の防止等

に関する法律（通称、児童虐待防止法）」が施行され、その後上記法律はH16 年、H19 年、H20

年と見直しが行われてきた。それらの法律改正で目指されてきたものとは、他でもない、より

市民に近いところで虐待を予防し、そして対応していく体制作りにあった。

具体的には、住民に身近な相談機関として市町村が児童虐待の通告先に加わることになり、

市町村が相談の一義的な窓口に位置づけられた。また、虐待の予防早期発見に関しても市町村

に児童家庭相談機能が付与された。児童虐待の対象となる者が福祉保健サービスを活用し、含

め細やかな支援を市町村から受けることができるように位置づけられたのである。更に、市町

村において児童虐待事例を主体に検討することができるように要保護児童対策地域協議会の設

置が努力義務とされた。その結果、H13 年度には地域協議会又はネットワークの設置率は15.6

％だったが、H20 年度には94.1% となった几 そして、法的措置の権限をもつ児童相談所は、

市町村の後方支援を行う機関として、より要保護性の高い困難事例の対応を行う機関に位置づ

けられた。具体的には、緊急性の伴う児童虐待が確認された時の一時保護や、施設入所・里親

等の支援が主なものになる。勿論、児童相談所が主体となって在宅支援も行う場合はあるが、

多くの場合、市町村に在宅支援が委ねられたのである。

一方、日本の児童虐待の調査研究の多くは、児童相談所を対象に行われてきた。近年になっ

て児童養護施設や一時保護所の調査も出てきているが、残念ながら、市町村における児童虐待

についての実態やケアを絡めた調査研究はほとんど存在しない。しかし、市民の身近で起こり

続ける児童虐待とその対応機関としての市町村の位置づけを考えた時、この市町村における児
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童虐待支援をどのように考えていくかが課題になってきている。

なお、今回取り上げるＡ市にっ いてであるが、Ａ市は、大都市のベッドタウンとして、高度

経済成長時代に総合家電メーカー等の拠点都市として栄えた街であった。　しかし現在は徐々に

人口が減少してきている。Ａ市の児童虐待対応については、児童虐待防止法が出来る以前のＨ

９年より、 ４機関一市町村窓口（児童課）、児童相談所（子ども家庭センター）、保健センター、

保健所－を中心に、児童虐待問題連絡会議を設置して、児童虐待に対する取り組みを進めてき

た。 H11 年度には児童虐待のハイリスク家庭の母親のグループを立ち上げ、月一回の頻度で市

民ボランティアの協力も得て行ってきた。（残念なことに、予算の関係で昨年度に中止されて

しまった。）しかしＡ市においても、全国児童相談所の児童虐待相談件数の増加傾向と同じよ

うに、相談件数が増加し続ける状況におかれている。

今、市町村における児童虐待の予防やヶアの観点からみた新たな取り組みを行っていくため

にも、実態の現状分析が欠かせない。そこで今回は、Ａ市における虐待事情の実態から、市町

村の児童虐待支援の方向性を模索することとした。

２。一市町村の児童虐待相談の実態調査について

１）研究の対象

調査においては、Ａ市の20年度の相談台帳記録に登載されているH14 年から20年までの事例

を対象とした。

２）研究の方法

Ａ市の児童虐待事例139世帯を抽出し、それらの個別台帳から情報を読みとるレトロスペク

ティブ調査とした。抽出した情報は、性別、年齢、きょうだい、両親の有無、虐待種別、虐待

者、虐待の重症度、主な虐待対応機関、把握経路などであった。統計的検定にはＥＸＣＥＬと

SPSS17.0 for windowsを使用した。なお、倫理的配慮として、Ａ市役所には研究協力契約を

文書で取り交わした上、日本社会福祉学会研究倫理指針を参考に量的研究のデータについては

個人が特定されないように数値化して管理保管し、事例の詳細については、対象者のプライバ

シー保護に最新の注意を払い、同意を得た事例についてのみ詳細な記載がなされている台帳か

ら情報の抽出を行った。

３）結果

＜被虐待児の相談件数の動向＞

Ａ市における被虐待児の受付人数の動向については、H20 年度の台帳登録者でH14 年が13名

(6.1%)、15年が７名(3.3%) 、16年が30名(14.2%) 、17年が12名(5.7%) 、18年が17名(8.0
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％）、19年が65名（30.7％）、20年が68名(31.7%) 、計212名であった＜表1. ＞。なお、全国児

童相談所の相談受付件数（H20 ）と比較すると、児童相談所が増加し続ける傾向にあるのに対

して、市町村においては、H16 、H19 、H20 の児童虐待防止法改正時に急激な伸び率となって

いた。

＜被虐待児の属性＞

対象児の性別は、男児116名(54.7%) 、女児96名(45.3%) であった。　０歳－３歳は31名

(14.6%)、3 歳一就学前は48名(22.6%) 、小学生は81名(38.2%) 、中学生は32名(15.1%) 、

高校生・その他は20名(9.4%) であった＜図2. ＞。全国児童相談所の相談件数（H19 ）と比

較すると、児童相談所においても小学生が38.1%と被虐待児として挙がることが最も多く、次

に多いのが３歳一就学前までで23.9%となっていた。Ａ市の被虐待児の属性は、全国水準とほ

ぼ同じ傾向にあった。
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表１．受付件数の動向

韶

㎜　■
Ｉ ■
Ｉ ■

30　　　　　　　 1 ■
■　　　　17　　1 ■

こ　7　 ■　12　　 ■　I ■
■　 ㎜　 ■　 ■　 ■　 ■ ■
H14　　 Ｈ15　　 Ｈ16　　 Ｈ17　　 Ｈ18　　 Ｈ19　　 Ｈ20

図２．相談時の被虐待児の分類
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＜虐待分類＞

虐待分類の内訳は、身体的虐待62名(29.2%) 、心理的虐待42名(19.8%) 、ネグレクト101

名(47.6%) 、性的虐待７名（3.3％）となっていた＜図3. ＞。虐待の重症度に関しては、軽度

165名(76.4%) 、中度41名(20.8%) 、重度３名(1.4%) 、最重度３名(1.496) となっていた。

なお、虐待分類の定義については、児童虐待の防止等に関する法律第２条に準ずることにした

＜表2. ＞。

全国児童相談所の相談件数（H19 ）では、身体的虐待が最も多く40％を占め、次いでネグレ

クト38％、心理的虐待40％、性的虐待３％となっており、全国と比較するとＡ市においてはネ

グレクトが最も多い傾向にあることが確認された。また、重症度においては、児童相談所につ

いてのデータが見当たらないので一概に比較できないが、市町村においては４分の３が軽度の
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表２．虐待の定義

(簀)身体的虐待…子どもの身体に外傷が生じ、 または生じ

る恐れのある暴力を加え ること。

(萋)心理的虐待…子どもに対する著しい暴言または著しく

拒絶的な対応、子どもが同居する家族における配偶者

への暴力、その他子どもに著しい心理的外傷を与える

こと。

(券)ネ グレクト…子どもの心身 の正常な発達を妨げるよう

な著しい減食、または長時間の放置。 その他保護者と

しての監護を著しく怠ること。保護者以外の同居人に

より虐待行為と同様の行為を保護者が放置すること。

(蚕)性的虐待…子どもにわいせつな行為をすること、 また

は子どもにわいせつな行為をさせること。

図３．虐待分類の内訳
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ケースとなっていた。児童相談所が重度・最重度のケースを扱う機関と位置づけられているこ

とを勘案すると、市町村事例の特徴として軽度に分類されるケースが多いことが確認された。

＜虐待に絡む家庭環境＞

虐待家族における子どもの数は本人を含めて2.67人となっていた。また、虐待が起こってい

る家庭には1.97人の被虐待児数が存在していた。本邦における合計特殊出生率(H20) が1.37

大であることを踏まえると、多子の傾向にあることが確認された。また、一家庭に約２人の被

虐待児がいることが明らかになった＜表3. ＞。

また、父親不在のケースが105名(49.5%) であった。被虐待児がいる家庭には、ほとんど

の事例で実母あるいは継母がいることが確認された。虐待の主因者については、両親33名

(15.6%)、父親26名(12.3%) 、母親129名(59.9%) 、継父６名（2.8％）、その他（兄含む）18

名(9.4%) となっていた。全国児童相談所の相談件数（H19 ）では、実母が62.4%、実父が2

2.6% となっており、市町村においては父親による虐待事例数が若干少なかった。しかし、本

調査において父親不在の家庭が多いことを鑑みると、虐待の主因者の父母の割合としては、全

国と同様の傾向にあるといえるであろう。

また、一人っ子のケースは44名(20.8%) 、2 人きょうだいのケースは84名(39.6%) 、3 人

以上のきょうだいがいるケースが84名（39.6％）あった。被虐待児の立場からみたとき、姉・

兄がいるケースは115名(54.2%) 、妹・弟がいるケースは91名(42.9%) となっていた。

212名の事例のうち64名(30.2%) が生活保護受給中のケースとなっていた。児童相談所の

全体の統計でも２割弱が生活保護受給中であるとの報告もあり、貧困家庭に虐待が起こってい

る点は同様の傾向と考えられた。なお、Ａ市においては、それらの生活保護世帯のうち62名

(96.9%) が母子世帯となっていた。
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表３．被虐待児を取り巻く家庭状況

被虐待児　総数

被虐待児　世帯総数

一世帯の被虐待児数

被虐待児の父母

被虐待児世帯の子ども数

(被虐待児を含む)

被虐 待児 のきょうだい

生 活 保護受 給の有 無

平均

父 無し

実父　有り

継父等　有り

母 無し

実母　有り

継母等　有り

212 事 例

139世帯

105事例（ﾑ

笑
継父

80 事例(37.7 ％)

27 事例(12.7%)

3事例(  1.4%)

203 事例(95.7 ％)

6事例(2.8 ％)

一人っ子　　　　　　　44事例(20.8％)

2 人きょうだい　　　　84事例(39.6％)

3 人吉ようだい　　　　43事例(20.3％)

4 人以上のきょうだい　41 事例(19.3%)

平均　　　　　2.67人

兄姉　有り　　　　　115 事例(54.2%)

眛弟　有り　　　　　　91事例(42.9%)

受給中　　　　　　　　64事例(30.2%)

受給していない　　　148 事例(69.8％)

図４．虐待の主因者

＜相談の把握経路＞

相談・通報に至る経路であるが、市町村においては＜表4. ＞にあるように、 保健センター

からのケースが36名（17.0％）ともっとも多かった。同時に、市町村の児童虐待の窓口以外の

他部署から相談を受けるケースも36名（17.0％）と多かった。児童相談所の相談件数(H19)

と比較すると、児童相談所事例では身内からの相談・通報が多く、市町村事例では保健センター

における保健師等の専門職が子どもの検診や育児相談等で児童虐待の疑いを発見するケースが

多かった。

また、相談を受けた後の対応機関については、＜図5. ＞の通りである。市町村の児童虐待

の相談窓口としての児童課が、事例の半数102 名(48.1%) に対応していた。あとの半数は他

表４．相談の把握経路
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機関が主となって対応にあたっていた。児童相談所（子家Ｃ）が33.5%、保健センター（保健

Ｃ）が14.6%となっていた。実際、例えばH20 年度においてはＡ市では68件の相談件数があっ

たが、そのうち19人(27.9%) が児童相談所（子家Ｃ）を経て一時保護所・児童養護施設等の

施設利用に至っていた。すなわち、児童相談所（子家Ｃ）が主に対応する場合というのは施設

利用になっている場合を指していた。地域で在宅援助をするという意味では、市町村の児童課

が大きな役割を担っていることが確認された。

４）まとめ

児童虐待の対象者（被虐待児）の属性という観点から述べると、全国児童相談所の実態と類

似点が見受けられた。例えば、被虐待児の年齢や学年、虐待の主因者などについては全国児童

相談所のケースと同様の傾向があった。また、被虐待児世帯の数割が生活保護世帯であること

や、被虐待児がいる家庭では一般世帯と比較して多子の傾向にあること等、ある一定の同傾向

が見出された。これより、今回の市町村相談の児童虐待の実態が、全国レベルの児童虐待の傾

向の一部と考えて差し支えないと判断できた。

しかし、市町村相談の調査を行うことによって、下記の市町村に特徴的な児童虐待相談の実

態を把握することができた。

冫　市町村相談においては、法律改正に伴い、通報（相談）件数が顕著に増加していた。

冫　市町村相談においては、相談把握経路は保健センターを通じてのものが多く、身内から

の相談が少なかった。

冫　市町村相談においては、児童虐待分類として、ネグレクトかつ軽症事例が多かった。

冫　在宅支援を行うケースは、児童相談所ではなく市町村の相談窓口がその対応に当たる場

合がほとんどであった。

５）考察

ここで、市町村における児童虐待相談をどのように捉え、そして今後どのように推し進めて

いくべきかについて検討してみたい。

＜法律改正が意味するもの＞

今回の市町村調査では、H16,  H19,  H20 に顕著にヶ－ス数が増加していたがわけであるが、

はじめに記載したように、それぞれの年はちょうど児童虐待防止法の見直しの年にあたってい

た。特に前年度と比べて件数が急激に増大したH19 には、市町村家庭児童相談援助指針の改定

（厚生労働省児童家庭局長通知）が行われる年でもあった。その中で、○市町村においても安

全確認を行うこと、○市町村から児童相談所に対して立ち入り調査や一時保護の実施に関し通

知できる仕組み、○要保護児童対策地域協議会の調整機関が虐待事例の進行管理台帳を作成し
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定期的にチェックする、などの強化が図られていた。

このような改正を機に市町村の相談（通報）件数が増加するということは、児童虐待につい

て法律改正を機にマスメディアが取り上げたり、啓発活動が活発化したことの成果といえるだ

ろう。しかも注目すべきことは、この法律改正によって市町村の相談件数のみが急増したとい

うことである（児童相談所は急激な件数増加が見られない）。これは、市民により近い市町村

が虐待相談の窓口として市民に受け入 れられたことを意味しているのかもしれない。

市町村が窓口になるということについては、一般市民にとって身近であるばかりでなく、日

常様々な福祉的ニーズの相談に乗っている保育・保健・医療等の地域機関の相談員にとっても

相談しやすい環境になったことを指している。実際、匚＜表4. ＞相談の把握経路」の結果にあっ

たように、市町村（児童課）が窓口になることで、保健センターや保育所からの相談が全国児

童相談所の相談件数と比較した際に多 くなっている。例えば保健センター等による検診や育児

相談で浮かび上がってきた 虐待”を、地域機関の保健師が市町村の窓口（児童課）につなげ

たものと考えられる。

ただ、相談の把握経路として身内からの相談件数が全国児童相談所の相談件数と比べて少な

かった。これが意味するところは、法律改正によって市町村が第一義的な窓口と認識されたも

のの、虐待をしてしまう当人や二次的な当事者となる親族が市町村窓口に相談するには、窓口

のプライバシー等への配慮がなされていないということの反映であるかもしれない。

そもそも市町村の窓口となれば、どこで誰が見ているかわからない状況である。虐待という、

デリケートで、かつ、その後の支援がないのであれば単なるレッテル貼りになりかねない深刻

な問題は、より防音設備が整った相談室で応対されてしかるべきであろう。しかしながら市町

村相談窓口の多 くが、事務所の一角をパーテーションで囲っただけのお粗末なスペースであっ

たりするのが実情なのである。

このように考えると、法律改正によって市民が喚起され、今まで潜在化してきたであろう多

くの虐待ヶ－スが市民によって早期に発見されるようになった点では意味深い。しかしながら、

市民に身近な市町村窓口は、虐待当事者や親族にとっては安心して相談できない状況になって

しまっている可能性がある。今後は、児童虐待対応にあたって環境設備等の拡充等ハード面へ

の財政的援助なども考慮した体制を目指していく必要かおるだろう。

＜市町村の相談体制＞

市町村へ児童虐待の相談に至った後に、果たして充実した被虐待児家庭の支援に結び付いて

いるか否かという検証を行うことも欠かせない視点である。

例えば、Ａ市においては、＜図6. ＞にあるような児童虐待防止ネットワークシステムを早

期から稼働させ虐待対応に当たっている。ただ残念ながら、市町村の児童虐待対応の在り方は

各地方自治体の財政事情や人事体制に委ねられている現状にある。人的に、制度的に十分な支
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図６．Ａ市児童虐待防止ネットワークシステム

援体制が取られているかというと、Ａ市も含め十分に支援する予算が配当されている訳ではな

い。そして、それらの支援の充実・拡充は、地域によって格差があると考えられている。

例えば、Ａ市を管轄する都道府県では、H16 年改正児童福祉法を受け、国版市町村児童家庭

相談援助指針の中から必要な事項を抽出するとともに、児童相談所における実際の相談援助の

ノウハウを詳細に記載し、市町村の相談担当者が日常的に参考にしやすい内容で編集した市町

村相談担当者のためのガイドラインを発行した。内容は、市町村における児童家庭相談体制や

組織のあり方、虐待通告・相談への具体的な対応方法、市町村と子ども家庭センター（児童相

談所）の連携方法、要保護児童対策地域協議会の設置・運営方法、などを含むものとなってい

た。 また、市町村における相談体制確立を支援するために市町村窓口に子ども家庭センター

（児童相談所） のケースワーカーを ２年間派遣するという事業（残念ながらH21 年度で終了）

についての経費の一部助成を先駆的に行ってきた几 そのような意味では、全国的にもＡ市を

管轄する都道府県の市町村体制支援の取り組みは評価できよう。

しかしながら、市町村で児童虐待相談を推し進めていくにあたって、国版市町村児童家庭相

談援助指針で推奨されている児童福祉司任用資格を有している者はＡ市も含め市町村相談窓口

にほとんどいないのが実情である。実際H19 時点で、全国の市町村相談担当者は12.3% のみが

児童福祉司（同等の資格を有する者を含む）となっているのである。児童福祉司以外の専門職

で多いのは、保健師等20.7% 、保育±10.6% となっており、福祉援助職に至っては、社会福祉

±3.8% 、精神保健福祉±0.8% と非常に少ない 几 一方、担当職員の３割は一般事務職員なの

である。

もちろん専門性の有無だけで力量を測れるものではない。しかし、問題であるのは市町村の

担当職員は、専門職を含め数年で人事異動となってしまうことである。結局のところ市町村に

おける“児童”や“虐待”の専門性は育っていかない状況に直面しているのである。

志村4）によると、今、市町村にも（とくに発達心理学や精神医学的な）専門性が不可欠であ
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るという。なぜならば、児童虐待事例が深刻なものであれば児童相談所が有している措置権に

よって家庭分離を行うが、この分離を児童相談所に適切・柔軟に行ってもらうには、在宅支援

をする中でその分離を必要とする理由を明らかにし、児童相談所の児童福祉司と市町村の担当

職員が対等に協議していく必要に迫られているからである。今、児童相談所の児童虐待対応職

員が煩雑な対応で業務量過多に陥り、バーンアウトしていく傾向が高いと言われている5ふ。

児童相談所が相談を受ける手前で市町村窓口が如何にヶ－スを抱えることが出来るかが問われ

ていることにもなるだろう。そしてそこに、市町村の相談窓口において継続的に関わり続ける

ことのできる専門性を有した職員配置を推し進めていく根拠かおるように思われる。

＜見えてきた虐待の背景＞

今回の調査においては、生活保護受給世帯が30.2% であった。これは全国児童相談所の傾向

よりも若干高いが、どちらにせよ児童虐待家庭に低所得者層が多いということを指している。

実際、本邦で起こった児童虐待の末に死亡してしまった53 例の検証結果報告7)でも、生活保護

世帯や市町村民税非課税世帯が43％を占めていた。如何に児童虐待が貧困家庭で発生してしま

うかということを物語っていると言わざるをえない。先日、厚生労働省の調査で、日本のひと

り親世帯の相対的貧困率が54.3% と、ＯＥＣＤ( 経済協力開発機構) の主要30 力国の中でも最悪

であるとの結果が報道8)された。特にシングルマザーの貧困の程度は深刻と考えられている。

そのような意味でいうと、今回の調査においても父親不在の家庭が半数あったが、母親が貧困

状態の中で子どもの養育に孤独にあたらざるを得ない状況で虐待行為を起こしてしまったと想

像するに難くない。

その背景として、このような貧困状態による経済的窮屈感は、保護者を抑うつ的にさせ、そ

してそれが子育ての仕方にもマイナスに働くということが挙げられよう‰ 月々の支払いに困

る等の心配事に日常的に気を取られていると、フラストレーションや抑うつ感、やる気の無さ、

未来に対する悲観などの否定的な感情を持ちやすくなるというのであるlO)。実際、本調査の個

別事例の詳細から、虐待をした養育者のメンタルヘルス問題が見え隠れしていた。本調査の相

談時に確認できただけで、うつ病やパニック障害、知的障害などの病気・障害を抱える養育者

が212 例中40 名もいたのである。松宮の調査11)において も、 児童虐待を理由に児童養護施設に

入所している子どもの調査結果から、それらの養育者の４割もがアルコール依存症や人格障害、

知的障害、うつ病、統合失調症などの精神障害を患っていたとしている。

加えて、虐待をしてしまう虐待親の中には、自分が被虐待児であったということも多く、被

虐待児の２－３割が、親になった時に虐待親になることが知られている。また、虐待が起こる

背景にドメスティックバイオレンス ①Ｖ) を受けていたという母親も多く、本調査において

も把握できただけで212 事例中18 例が、ＤＶを虐待の要因として相談に至っていた。海外の虐

待をした親の調査結果では、これらの被虐待体験やＤＶ等などによって心にトラウマを負い
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PTSD  (post-traumatic stress disorder : 外傷後ストレス障害）になった者は４割近くに上る

とのことであった几

当然、そのような虐待やＤＶ等の暴力が絶えない家庭で育った子どもへの影響は計り知れな

い。それらの子どもは、思春期頃になって家出をし早すぎる性行動に走り、異性と同棲や半同

棲を始めて自分の居場所を作ろうとすることが多いと言われている。彼・彼女の多くが自分の

家庭で満たされない孤独を、恋愛という形で庇護されたいと願う表れでもあるのだという1几

しかし、その後結婚に至る若年夫婦は、学歴も低く、経済的基盤も不安定なことが多く、かつ、

育児を始める際にそばで育児の手助けしてくれる人がいない孤立した状態にある。自らが愛を

受けないで育った場合に、どうやって子どもを愛し、育てることが出来るというのであろうか。

結局、親の自覚があるか否かは別にして、虐待が起こってしまうこともある。（多くの場合は

被虐待親に虐待をしているという認識がない。）そしてそこに虐待一被虐待の負の世代間連鎖

が誕生してしまう。これらの虐待の背景を考えると、児童虐待を受けた子どものみならず、そ

の基にある養育者自身へのヶアも連動させて支援を考えていくことが重要課題になるであろう。

＜予防的取り組みの視点＞

市町村で取り上げられる児童虐待相談は、重篤な身体的虐待はめったになく、比較的軽微な

身体的虐待やネグレクトと心理的虐待が多くを占めているという報告がある14）。実際、本調査

においてもネグレクト事例が多く、比較的軽症とみなされがちのネグレクトは、在宅支援によっ

て市町村が主な対応を行うことになっていた。

では、ネグレ クトとは如何なるものであろうか。ネグレクトの定義は表2. にあるように、

保護の怠慢や拒否により子どもの健康状態や安全を損なう行為を指す。それらのネグレクトは、

身体的虐待等と同様に、さまざまな影響を子どもに与えることが知られている。田中15）による

と、ネグレクトを受けた子どもに見られやすい問題として、愛着形成の障害、他者への共感能

力の低下あるいは形成不全、仲間からの孤立、知的機能・認知発達の低下、学業不振、引きこ

もり、不安・恐怖、抑うつ、身体化、暴力、非行等が挙げられるという。つまり、ネグレクト

は子どもにとって、生涯にわたって影響を及ぼす重大な問題である。そして、そこに求められ

る支援とは、ネグレクトケースに対して経過を観察していぐ 見守り”支援だけではなく、もっ

と積極的なサポート体制ではなかろうかと考えられる。

実際竹中16）も、児童虐待については、 要保護児童対策地域協議会（Ａ市においては図6. の

児童虐待防止ネットワークで行われる定期的な会議）のような市町村児童虐待対応体制があっ

ても、その体制だけでは不十分であると述べている。そして、日常的に児童家庭相談・子育て

支援実務を行う機関（児童家庭相談・子育て支援センター〈仮称〉）の設立が必要ではないか

と提案している。

確かに、親子関係の問題を育児やしつけ上の問題が起きてから対応するので遅い。あらかじ
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めリスクの高そうな家庭に対して定期的な面接や訪問ができるのであれば、ネグレクトも深刻

化しないことが想定できる。特に、地域社会の人間関係が希薄化する中で、育児不安を抱える

母親が増加していると言われている。これらの母親が気軽にセンターに立ち寄り相談できるの

であれば、その不安も軽減することであろう。 また、虐待のリスクの高い若年妊娠出産をする

者に対して、母子手帳発行段階からセンターが様々な形で関与する体制を取れるとするのであ

れば、養育不全のリスクを早めにキャッチし、気にかけていくことが可能になるだろう。更に

ネグレクトケース等に、センターを通じて ホームヘルプ等を派遣し日常生活の支援を提供でき

れば、生活が安定することで更なる虐待の抑止が期待できる。

参考までに述べると、虐待大国と言われるアメリカでは、若年の母親に対して、「ティーン・

ペアレント・プログラム」という、10 代の親の子育てを支援するプログラムが各地で広く実施

されるようになっているという。自分の家族からもサポートが受けられない10代の母親に対し

て、子どもと暮らせる場所を提供し、相談員がさまざまな日常生活のサポートを行ったり相談

相手になったりするという。また、妊婦・乳幼児をもつ母親については、圃 一３歳児二次的

予防イニシアティブ」というアウトリーチ・プログラムを実施しているという。病院などでサー

ビス対象者のスクリーニングを行い、虐待ハイリスクの者（アルコール・ドラック使用、失業、

一人親、社会的孤立など）を選定するという。そして家庭訪問やサポートグループの紹介、カ

ウンセリングサービスの提供などを行う。郡の公衆衛生局やコミュニティの民間福祉団体に委

託して行っているという。さらに、乳幼児を もつ親の育児支援サービスとして、委託された大

学が各地域で子どもへの育児指導のプログラムを実施しているという。例えば、子どもが言う

ことを聞かなかったり、大声で叫んだり、 ものを投げるなどの不適切な行動をとった時に、ど

のように対処すればよいかといったことを具体的に受講者と双方的なコミュニケーションを図

る中で教えあうという。実際、そのプログラムを受けた親たちは、虐待をしないでその後の人

生を送っているとの報告もある1≒

このように、今後、地域で虐待対応支援を行っていく際には、児童家庭相談・子育て支援セ

ンター〈仮称〉の創設も含め、各地の先駆的な取り組み例を参考にしながら、多種多様なプロ

グラムを、児童相談所を始め市町村、民間団体、教育機関等が連携して実践していくべきでは

ないかと思われる。他職種、他分野の市民が知恵を出し合う中で虐待を生まない社会を模索し

ていくことが、重要であろう。

６）おわりに

英国のフレア首相は下記のように述べる。「…荒廃した家に生まれた子どもでも、緑の多い

郊外に住んでいる子どもと同じように、行き届いた教育を受け、健康でいられるチャンスをも

つべきだ。……私たちは、貧困な子どもたちが社会的な剥奪や排除にさらされ続けるという、

社会的不平等の連鎖を打ち破らなければならない。ゆえに、子どもたちに社会的に投資するこ
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とが重要なのだコ

今、イギリスにおいては、現在、フレア首相の下、H32 年までに貧困な子どもたちを根絶す

るという数値目標が掲げ、さまざまな施策を導入している途上にあるという几 その最たる例

として、イギリスで児童虐待によって死亡事件が起きると、膨大な頁数をもつ報告書が作成さ

れ、それは一般の書店や図書館でも市民に公開される。市民、地方自治体職員、政府関係者の

間で 匚社会の子ども」匚社会的共同親」という意識が浸透している所以であるという18）。さら

に、それらの児童虐待死亡例の報告を受けて、今後の方針としての文書も発行し、例えばその

文書の中で、ソーシャルワーカーに高水準の訓練を受けさせ、それらの者に適切な虐待対応を

行ってもらうといった具体的な提言が盛り込まれ、その財政措置が取られるのである≒

一方、日本政府は、私たちの将来の財産ともいえる社会を蝕む児童虐待に対して、どれほど

の社会的投資を行っているであろうか。本稿で述べてきたような、社会の底辺で経済的問題を

抱え、その末に、メンタルヘルス不全に陥り児童虐待という深刻な事態を生んでしまっている

人々の存在、そして、それらの人々の貧困は再生産・連鎖を生んでいくという事実を再認識す

る必要があるだろう。そのような格差社会を作ったのは、他でもない日本政府であり私たち市

民である。社会の歪みが児童虐待という形で投影されているにすぎない。

増え続ける虐待件数を直視し、国や地方自治体はその児童虐待という固有の領域に更なる財

政的援助を行うことをそろそろ決断する時期に差し掛かっていると考えられる。市町村の虐待

対応窓口の創設が、国の財政的側面の効率からみた地方分権ではなく、市民に身近なコミュニ

ティ形成に向けてのものでなければならないだろう。市民の生活が守られるように、市町村の

相談窓口や、その他の相談窓口の委託等の充実によって、児童虐待のリスクの高い家庭への相

談とヶア、生活応援体制を確立していくことが先決であろうと考えられる。最後に、市民にお

いても“虐待を許してはならない”という強い意識をそれぞれが持ち、地域の子どもは地域で

護るという意識を高めていくことがことに大切であることを付け加えたい。
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